
令和８年度前期 研究パートナー制度について 

 

１．研究パートナー制度による研究者支援の概要   

子育て・介護中で極めて多忙な研究者の研究業務の支援として、支援により研究成果向上が期

待される研究者に対し、実験補助、研究データの解析、統計処理、文献調査及び発表資料作成等

の補助業務を行う研究パートナーの雇用を支援するもの。 

（１）研究パートナー制度（養成型） 

養成型は、研究を補助することにより論文共著者などを目指し、リスタートを希望する元 

 研究者やポスドク、研究者希望の博士後期課程の大学院生等とする。この制度により、研究 

者と研究パートナー双方の支援をめざす。 

（２）研究パートナー制度（支援型） 

支援型は、研究及び研究以外の業務を補助し、特に学歴などに条件を設けないが、学生は 

対象外とする。 

 

【支援期間】 令和８年４月１日～令和８年９月３０日 

 

【募集人員】 若干名 

 

【申請資格】 本学の常勤の教員で、次のいずれかに該当する者 

但し、本制度は、教員と研究パートナーの共同活動を前提とするので、産前産 

後休暇、育児休業、介護休業の状況にある教員は除く。 

注）：小学生以下の子どもの育児を行う研究者及び在宅介護を行っている研究者や、 

  緊急性・必要性の高い者を優先する。 

（１）小学校６年生までの児童を養育している者 

（２）家族に要支援者・要介護者（*）・障害者等がいる者 

 

（*） 要支援者・要介護者・・・介護保険法に基づき市町村から認定された者。 

 

２．研究パートナーの条件   

（１）推薦する研究パートナーは、１申請者につき、原則１名とする。 

（２）養成型は、博士前期課程修了以上もしくはそれと同等とみなされる者で、研究者としてキ 

ャリアアップをめざす者とする。支援型は学歴を問わないが学生は対象外とする。 

（３）申請者自身が主任指導教員を務める大学院生は、対象外とする。 

（４）研究パートナーは、当該雇用期間中、本学における他の身分を有することを認めない。 

 

 

 

 



３．雇用条件  

（１）養成型の給与は、時給 1,250円とし、支援型の給与は，時給 1,203円とする。 

（２）予算の都合上、希望どおりの勤務時間数を支援することが難しい場合がある。 

（３）被支援者（教員）が退職等で出勤しなくなった場合又は育児・介護等の支援事由が消滅し 

た場合、研究パートナーの雇用期間内でも支援を打ち切らせていただく場合がある。 

 

４．申請時の必要書類   

（１）研究パートナー制度利用申請書 ＜別紙 1＞ 

（２）過去 5年間の研究業績 ＜別紙 2＞ ※養成型のみ 

（３）申請者履歴書 ＜別紙 3＞ 

※審査時又は採択後に別途資料を作成・提出していただく場合がある。 

 

【提出期限】 令和８年３月２日（月） 

【提出方法】 下記宛にメール送信（OneDrive共有） 

（担当）事務局経営企画課総務係 平瀬（a-hirase@pu-toyama.ac.jp） 

 

５．選考方法   

 男女共同参画推進チームにおいて審査を行い、予算の範囲内で、緊急性・必要性の高い者を 

 優先し、男女共同参画推進本部長が支援対象者を選定・決定する。 

 

６．その他   

・ 提出された「＜別紙２＞過去 5年間の研究業績」は審査に使用する。 

・ ＜別紙４＞「研究パートナー利用実績報告書」（被支援研究者記入）、＜別紙５＞「研究パー  

トナー報告書」（研究パートナー記入）は支援期間終了時に提出が必要となる。 

・ 研究パートナーは原則公募し、新規に採用される際には面談（審査及び説明のため）を行う。 

・ 被支援研究者及び研究パートナーは、本学の男女共同参画の関連行事に参画する等、協力す

ること。 


